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研究ノート
1 ）　農林水産省「平成28年度国内発生事例について・平成28─29年シーズンにおける高病原性














































　国は，その所有する指定家畜を第17条の 2 第 5 項の規定による命令に従っ
て殺し，又は同条第 6 項の規定により殺されたため，損失を受けた者に対
し，その生産に要する費用その他の通常生ずべき損失として政令で定める損











































































































































































































































































































































として，「本件交付決定は，行政事件訴訟法 3 条 2 項にいう取消訴訟の対象
となる行政処分には当たらない」と判断している。
 以　上
